


















































































































































































































































































































































長久手 西 東 北 南 市が洞
高齢化率
（2015）％ 19.5 16.9 21.8 14.6 13.7 11.6
自治会加入
率（2016）％ 65.3 39.9 74.2 60.6 45.1 56.2
地域共生ス
テーション なし 設置 なし 設置 設置 設置
まちづくり
協議会 なし 設置 なし 準備中 準備中 設置
地区社協 設置 設置 設置 設置 設置 設置
表２　長久手市社会福祉協議会登録ボランティア、子ども会7）
社協ボランティア 子ども会
登録人数 グループ数 会数 人数
2008 2,915 93 30 1,049
2009 3,295 104 30 1,042
2010 3,197 104 30 1,362
2011 3,580 118 28 941
2012 3,772 129 27 782
2013 3,561 124 25 808
2014 3,518 132 21 682
2015 3,235 126 21 645
2016 3,449 121 17 813
2017 3,438 112 18 843

















































































































































































































































































































定員 170 180 180
大人 1 5 2




児童委員 22 27 30
地域ボラン
ティア 12 8 34
大学生 29 30 33
社協・市職員 10 39 22
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わった」、「あたたかい目で対応できる」や、「自分が病
気になっても安心できる」という声をいただいている。
このように、排除をつくらない地域環境整備と、地域住
民による問題解決のための地域支援が試みられているこ
とに特徴がある。
　地区社協設立後、認知症予防部会、閉じこもり・ひき
こもり防止部会、子育て不安軽減部会の３つの部会立ち
上げについて運営委員会で検討された。柱となった事業
のひとつが、「もりもり元気食堂」事業である。事業の
目的は、①子育て不安を抱えた世帯の早期発見・早期対
応が出来るしくみを住民とともに作る、②貧困や孤食な
どのニーズに対応する、③運営する民生委員・児童委員
や地域住民の発見機能及び解決力を向上させる、の３つ
である。順にみていこう。
　①については、上述の通り、地区社協の目的である
「感度の良いコミュニティ」作りを目的とするため、「貧
困対策」を前面に打ち出すことは避けた。幅広く参加者
を集い、楽しく食事をともにしながら、そこに CSWも
おり、また民生委員・児童委員や主任児童委員らも運営
スタッフとして参加することで、子育て不安や悩みを抱
えている世帯、また不安を抱えている子どもの声を拾え
るようになることを目的とした。これにより、発達障害
のある子ども本人からの相談や、元々市役所、主任児童
委員らが介入を試みていた、支援の必要性がある世帯の
生活状況や母子関係の把握につながったケースがあっ
た。
　②については、「貧困対策」を前面に打ち出すことは
避けたが、同時に、貧困世帯でも参加しやすいことを前
提とした。運営委員会にて話し合った結果、食事代につ
いては給食費に準じて一食250円とした。また、これを
実現するために、自宅で野菜を育てている方等近隣住民
から、野菜、果物、お米、お肉等の寄付を募ることとし
た。結果として、３年間とも基本的には参加費収入のみ
で賄うことができた。
　③については、地域住民とともに企画し、実施するこ
とで、単に早期発見・早期対応ができる「居場所」や
「しくみ」を作るだけではなく、運営に関わる民生委員・
児童委員、主任児童委員、「見守りサポーター ながく
て」らの発見機能を強化し、住民の「地域で子育てをす
る」という意識を醸成することも、CSWとして本事業
を企画する目的の一つとした。詳しくは後述するが、
「夜ご飯の孤食」「食べるものがない」等のニーズを地域
住民が発見し、解決のための取り組みとして、夜ご飯を
予約不要、無償で提供する「もりもり元気食堂」“延長
版” を住民が自ら企画、実施できるようになった。
　子どもサロン「もりもり元気食堂」及び「さくさく宿
題教室」は、給食のない夏休みに、市内の小中学生を主
な対象として、予約制で実施する。午前９時頃から運営
スタッフとして民生委員・児童委員、「見守りサポー
ター ながくて」、地域住民ボランティア、大学生らで集
まり、食事の準備を行う。午前11時半頃から子ども達
が集まり、サラダの盛り付けやデザート作り等を運営ス
タッフの指導の下で手伝い、ともに食事をとる。その
後、希望者のみそのまま会場に残り、大学生の協力によ
り夏休みの宿題を行う。
　この事業の特筆すべき点として、2017年度では、民
生委員・児童委員の参加が延べ30人あったことに加え、
地域住民のボランティアが前回から26人増え、延べ34
人の参加を得たことが挙げられる。これは、子どもサロ
ン「もりもり元気食堂」の実践を通じて運営委員を中心
に参加意欲が高まり、またそれが地域住民にも波及的に
広がったことにより、参加する住民ボランティアが増え
たのではないかと考えられる。成果としては、元々市役
所、主任児童委員らが介入を試みていた、支援の必要性
がある世帯の参加を得ることができ、より細やかな生活
状況や母子関係を CSW、民生委員・児童委員にて確認
できたことや、貧困や孤食などのニーズのある子どもの
参加を得て、そこから民生委員・児童委員が「夜ご飯に
食べるものがない」、「孤食である」というニーズがある
ことを発見し、民生委員・児童委員自ら企画・立案し、
「もりもり元気食堂」“延長版” の開催につながった。
　子どもサロン「もりもり元気食堂」にて、民生委員・
児童委員が、ある子どもとの食事中のふとした会話の中
で、以下の話を聞いたことがきっかけとなった。「お母
さん、夜まで働いていることがあって、夜ご飯にパンを
買ってきてくれるから一人で食べるんだ。でも、買うの
を忘れちゃうこともあるんだ」。これを受け、民生委員・
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児童委員から CSWに、「何とかしたい」と相談があっ
た。「夜ご飯の孤食」、「食べるものがない」などのニー
ズがあり、また同様のニーズを抱えた子どもが他にもい
る可能性もあり、協議の結果、「もりもり元気食堂」“延
長版” を開催することとした。急遽、運営スタッフであ
る民生委員・児童委員や「見守りサポーター ながくて」
らで集まり、上述のケースを共有し、“延長版” の開催
について話し合った。
　「夜ご飯に食べるものがない」、「孤食である」という
ニーズに対応するために、夜、予約不要で、無償でご飯
を食べられる場にすることとした。また周知に際して
は、「孤食対策」等は前面に出さず、「地域の皆さまから
の野菜、お米の寄付が余ったため、感謝の意を込めて
“延長版” を開催します」と謳うこととした。周知は、
大々的に行うのではなく、あえて「もりもり元気食堂」
内にて口頭で周知することと、会場にチラシを掲示する
だけとした。全体を通じて、「見えない化」をテーマと
して母子家庭の児童や孤食などのニーズを抱えている児
童が、少しでも負い目を感じることなく参加できるよう
な環境設定を重視し、話し合いを進めていった。
　参加人数については、３日間で子ども41人、大人13
人であった。お米は一升炊き、全てなくなった日もあっ
た。ご飯が余った日については、冷凍し、会場の冷凍庫
に保管し、日中、子どもが自由に食べられるよう調整し
た。参加者としては、小学生、中学生、夜間勉強にきて
いた高校生、また CSWがケースとして関わっている親
子等が参加した。小学生らについては、午後３時頃から
会場にやってきて、豚汁やご飯が出来上がるのを待って
いる子どもも複数いた。新たに、母子家庭ではないが、
親が共働きであり夜遅くまでご飯がない子どもや、母親
はいるが「家で疲れて寝ている」といった子どもの参加
も得ることができた。
　“延長版” の開催を通じて、西小学校区にも実際に孤
食、夜ご飯がないなどのニーズがある児童がいることが
明らかとなり、同時に、民生委員・児童委員らとも実感
としてそれを共有することができた。また、これらの
ニーズの発見から、解決方法の企画、話し合い、実施に
至るまでのプロセスを、インフォーマルサポートとして
民生委員・児童委員や「見守りサポーター ながくて」
などの地域住民と協働で行うことで、運営する民生委
員・児童委員や地域住民の発見機能及び解決力を向上さ
せることができたことが、全体を通しての大きな成果で
あるといえる。
５．考察
　以上、長久手市における CSWによる地域コミュニ
ティ形成のあり方を見てきたわけだが、最後に、冒頭に
示した本稿の問いに引き付けて検討してみよう。長久手
市では、人口増にもかかわらず、将来の人口減を見越し
た地域再編の取り組みが行われている。福祉政策として
の「地域共生社会」推進を活用する形で地域コミュニ
ティ形成を行う取り組みである。人口減少や、財政難な
どが深刻化していないとはいえ、2035年をピークとし
て人口が減少し、高齢化が進み多額の予算が必要となる
なかで、（想定される）予算減、それを「地域参加」の
必要性というロジックにより、地域コミュニティ形成を
促す自治体のコミュニティ政策とみることができる。こ
こで問題となるのは、長久手市において地域コミュニ
ティ形成の基盤、資源など「強み」が欠けていることで
ある。
　こうした課題に対して重要な役割を果たしているの
が、前節でみてきた CSWの実践である。CSWは、担
当小学校区の全戸訪問（アウトリーチ）、「見守りサポー
ター ながくて」の養成、地域福祉学習会、地区社協の
各テーマ部会やサロンなど早期発見のための場づくりを
行い、そこで発見され、CSWに情報がつながったケー
スに対しては、各種相談機関につなげ、CSWが継続的
に面接を行うなどして解決に向け進める。その後、地域
で支え続けるしくみとして、「見守りサポーター」上級
（現「ご近所パートナー」）のマッチング、マネジメント
を行う。このように、CSWがコミュニティ資源を創出
し、地域コミュニティによる課題解決力を高めている点
に注意したい。
　CSWの活動実績としては、2019年度の相談件数3,280
ケース、アウトリーチ1,723件、担い手を活用した相談
事例20事例、個別支援に関わった方の力を借りた地域
支援４回となっている。前節で検討してきたような、
CSWによる直接的な支援だけではなく、支援を受けた
側がコミュニティへの参画、課題解決につながる方法を
模索していることがわかる。このような CSWを基盤と
した地域コミュニティ形成の含意を２点指摘することが
できる。
　第一に、福祉コミュニティをめぐる議論で焦点化され
る「弱い市民」の参画促進である。長久手市の取り組み
では、「見守りサポーター」など、地域参加の少ない住
民層の参加を目的とした取り組みを進めている。CSW
と連携した「見守りサポーター」の養成により、地域参
加を主体的に行う「強い市民」層だけでなく、新たに参
加する層を地域福祉活動の主体としての参画を促すしく
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みである。さらに、地域福祉学習会やサロン、子ども食
堂を通じたアウトリーチ機能を高め、「弱い市民」が地
域コミュニティ活動に参画することを CSWがサポート
する点に注意したい。
　第二に、CSWによる、資源がない地域に対しての資
源創出、エンパワメントである。サロン活動など地域住
民の交流の場づくり、見守りの場としての機能創出、
「地域福祉学習会」により裾野を拡げ、支援を受ける側
が、支援する側へと転換を促す取り組みである。また、
排除をつくらない地域環境整備と、地域住民による問題
解決のための地域支援を CSWが担う。こうしたコミュ
ニティ資源創出から、地域コミュニティ形成を進めるこ
とが目指されている。
　以上の点から、長久手市の CSWによる地域コミュニ
ティ形成において、コミュニティ資源が薄く、いわゆる
「強み」、ストレングスのない条件においても、地域コ
ミュニティを形成する方法の一端を見出すことができ
る。今後、「地域共生社会」推進政策において、多くの
地域で、決して潤沢とはいえないソーシャル・キャピタ
ルや自治的基盤のなかで、地域コミュニティに課題解決
を求める動きが強まることが予想される。本稿で検討し
てきた、長久手市の福祉政策を基盤とした CSWによる
地域コミュニティ形成は、こうした課題に対して一定の
展開可能性を示唆するものと思われる9）。
付記
　本稿は、JSPS科研18K02066、および JSPS科研20H00083による
研究成果の一部である。
注
１） 愛知県立大学大学院博士後期課程、長久手市社会福祉協議会。
本稿は、１～３、５節を松宮、４節を加藤が分担執筆した上で、
相互に調整を行っている。
２） 日本の CSWの理論的源流であるバークレイ報告の背景には、
「公的サービスの不足を家族や近隣といったインフォーマルネッ
トワークを活用することで補っていこうとする考え方」があった
とされる点（花城，2002：114）に注意しておく必要がある。大
阪府の場合、2009年以降、補助金が交付金に変わり、独自財源
による補填が必要となった（室田，2012；松端，2018）ように、
財政的にはゆとりのある自治体でしか実現できない懸念がある。
なお、堺市での独自の取り組みについては、澤井（2019）を参
照。筆者らによる CSWをめぐる議論としては、加藤・有間・松
宮（2015，2016）を参照。
３） 松宮は、愛知万博が開催された2005年以降、都市農業の振興、
地域福祉計画策定（佐野・松宮，2013）や、高齢者福祉計画にか
かわる調査の委託（松宮，2013，2014，2015）、佐野・松宮
（2013）、大学連携をめぐる参画型協働調査である松宮ほか（2018）、
小島ほか（2018）、笹山ほか（2019）など、長久手市における地
域のさまざまな取り組みに参加しつつ調査を実施している。こう
した調査の方法については松宮（2011，2017，2018）で論じた。
加藤は、長久手市社会福祉協議会の CSWとして勤務し、その実
践について研究を進めている（加藤，2018，2019）。なお、本研
究で扱う事例については、倫理的配慮として個人が特定されない
ようにしているとともに、実践事例の掲載については長久手市社
会福祉協議会の許可を得ている。
４） 『朝日新聞』2015年８月24日朝刊。
５） 『中日新聞』2019年２月５日朝刊。
６） CSWは市ではなく、社会福祉協議会による配置であるが、市
からの予算化により実現している。市としては、「地域共生ス
テーション」への人員配置を進めている。なお、長久手市として
は、「多機関協働相談支援包括化推進事業」「地域力強化推進事
業」として、「地域共生社会」推進に向けた予算を計上している。
７） 「ながくての統計」各年度版より作成。https://www.city.nagakute.
lg.jp/jyouhou/toukei/nagakute_toukei/index.html、2020年６月30日閲
覧。
８） 本節は、加藤（2018）の記述をもとに、最新のデータを加え再
構成している。
９） 2020年度に、長久手市社会福祉協議会における CSWの体制に
大きな変更があった。本稿は2019年度までの実践であることを
断っておきたい。なお、第二次の長久手市地域福祉計画・地域福
祉活動計画（長久手市・長久手市社会福祉協議会編，2019）をめ
ぐる議論については、加藤による別稿を準備している。
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